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帝国データバンク（TDB）横浜支
店が実施した「新型コロナに対する
県内企業の意識調査（6月）」による
と、県内企業の約８割が新型コロナウ
イルス感染症のワクチン接種に関して

「何らかの施策に取り組んでいる」と
回答した。取り組みの内容（複数回
答可）としては「各自の居住地での接
種を推奨」が50・3％で最多。次いで

「ワクチン接種のための特別有給休

暇などを付与」とするものが37・7％
あった。

一方、コロナ禍が業績に及ぼす影
響としては「マイナスの影響がある」
と見込む企業が68・3％となったが、
前月比で4・3ポイント減少。2020年
2月の調査開始以来、過去2番目の低
水準となった。

ワクチン接種の拡大により、経済活

動は徐々に正常化に向けて動き始め
ているという。

同調査は6月17～30日にかけて実
施。578社から回答を得た。

中小企業基盤整備機構（中小機
構）は、全国に設置している「事業引
継ぎ支援センター」の2020年度の成
約件数、相談件数をまとめ、いずれも

過去最高になったと発表した。
事業引き継ぎの成約は前年度比

117％となる1379件、相談件数は
同101％の1万1686件だった。中小

機構は「コロナ禍においても事業承継
は中小企業の喫緊の重要課題である
ことが改めて示された形だ」と分析し
ている。

電源装置の専業メーカー、YAMA 
BISHI（海老名市）は、太陽光と蓄電
池を天候や工場の稼働状況に応じ使
い分けることで、電気使用量、二酸化
炭素（CO₂）の削減につなげる自動シ
ステムを開発した。すでに自社工場で
実証済みで、年間のCO₂排出量をほ
ぼ半減させた。同システムは大手企
業のみならず、小規模店でも採用する
動きがあるという。企業規模を問わ
ず、脱炭素の流れが追い風となってい
るようだ。

日本ミクニヤ（川崎市高津区）は、
社員食堂や食品メーカーなどから出
る有機性廃棄物を９割超も減容化し、
菌体肥料にリサイクルする装置を開
発。現場に設置できるオンサイト型で、
毎回の廃棄物輸送がなくなるため、
LCCO₂(ライフサイクルCO₂)が9％減
らせると試算。「SDGｓ（持続可能な
開発目標）に対する機運の高まりなど
で、問い合わせが増えている」（徳岡
誠人執行役員）という。

イグアス（川崎市幸区）は、脱炭素に

対する関心が高まる中、電動式フォーク
リフトのバッテリー再生事業を本格化さ
せる。独自技術により新品同様の容量
に復元させるもので、新品を購入するよ
り７割近くのCO₂削減効果を見込む。
また、フォークリフト以外のバッテリー再
生需要も探り、数年後には同事業の売
上高を「10億円規模に持っていきたい」

（矢花達也社長）としている。
一方、県内でも産業のすそ野が広い

自動車業界では「100年に1度
の大変革」として、エンジン車か
らモーターで駆動する電動車へ
の動きが加速している。
■生産品目も対応
トラックのエンジン関連部品な

どを製造する野口工業（綾瀬市）
は第２工場を新設、座席シート部
品の生産を始めた。「（脱炭素で）
エンジン部品の需要が減ったとし
てもシート部品ならある」（野口博永社
長）としており、受注を本格化させる。

帝国データバンク横浜支店が1月に
実施した「温室効果ガス排出抑制に
対する県内企業の意識調査」（有効回
答数530社）によると、温室効果ガス
の排出抑制に取り組んでいる県内企
業は8割超あり、関心の高さを示した。

実際、県内の中小企業からも、「コロ
ナ対応の次は明らかに脱炭素が求め
られる」（電子機器メーカー）、「脱炭
素につながる製品開発が差別化につ
ながる」（自動車関連試作企業）と語
る経営者も目立つ。コロナ後は「脱炭
素」への取り組みがますます重要にな
りそうだ。
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県内企業、コロナ後の市場拡大見据え
脱炭素ビジネス、参入続 と々

アフターコロナを見据え「脱炭素」に照準を合わせる県内企業が増えている。
政府が「2050年までに温室効果ガス排出量の実質ゼロ」を目標に掲げる中、自
動車業界などの大手企業や自治体でも脱炭素の動きが本格化していることから、
ビジネスチャンスが広がると判断し、これからの脱炭素時代に合わせた事業を展
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TDB横浜支店、県内企業対象に特別調査

中小機構集計、コロナ禍で「喫緊の重要課題」

多数が「ワクチン休暇」付与
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